
平成２０年度南あわじ市の簡潔に要約された財務書類[普通会計] （総務省方式改訂モデル）

130,648,169 45,956,584
84,789,101 40,387,645
44,255,618 5,467,338 １．人にかかるコスト 4,547,353
1,603,450 101,601 　（１）人件費 4,002,616

　（２）退職手当引当金繰入 295,154
12,231,148 4,072,728 　（３）賞与引当金繰入額 249,583
6,869,444 3,578,089 ２．物にかかるコスト 8,045,500
84,631 231,935 　（１）物件費 3,021,159

4,707,803 262,704 　（２）維持補修費 204,000
569,270 　（３）減価償却費 4,820,341

３・移転支出的なコスト 8,759,359
2,100,931 　（１）社会保障給付 2,277,681
772,058 　（２）補助金等 3,249,231

　（２）未収金 196,178 　（３）他会計等への支出額 2,837,336
　（３）その他 1,132,695 　（４）他団体への公共資産 395,111

　　　 整備補助金等
４・その他のコスト 858,960
　（１）公債費（利払） 823,291

注１．上記のほか、債務負担行為をしている額が、1,060,905千円あります。 　（２）その他 35,669
　 ２．地方債残高のうち地方交付税への算入見込額が、26,037,577千円あります。
　 ３．事業用資産及びインフラ資産のうち土地は、22,329,475千円、減価償却累計額は、
　　 80,971,100千円です。

純経常行政コスト
（経常費用－経常収益）

純経常行政コスト △ 20,976,654
財源調達 21,090,153
　　地方税 6,408,403
　　地方交付税 8,400,652
　　経常補助金 3,055,371
　　建設補助金 930,854
　　その他 2,294,873
資産評価替・無償受入 △ 109,344
その他 △ 33,746

■行政コスト計算書

■純資産変動計算書

■貸借対照表

２．投資等
　（１）投資及び出資金
　（２）貸付金

50,029,312

94,950,936

22,211,172

基礎的財政収支

（基礎的財政収支）

当期収支
期首資金残高
期末資金残高

　　収入総額

　　減債基金等増減

　　支出総額
　　地方債発行額

1,234,518

資産合計 144,980,248

経常収益

負債及び純資産合計

94,950,936期末純資産残高

金額（千円）

期首純資産残高 94,980,527

経常費用

144,980,248

１．公共資産
　（１）事業用資産
　（２）インフラ資産
　（３）売却可能資産

負債合計

純資産の部

純資産合計

　（３）基金等

資産の部 金額（千円） 金額（千円）負債の部

　（２）退職手当引当金

使用料・手数料・分担金等

　（２）翌年度支払予定退職手当

　（３）その他

２．流動負債

　（３）その他

△ 5,262,018
△ 633,212

　　地方債元利償還額 4,867,706

1,234,518

20,976,654

 ■資金収支計算書
※資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を示したものです。

2,403,785

△ 352,500

772,058

25,606,685
25,316,606
2,401,500

※一年間の行政サービスに費やされたコストを示したものです。

　（１）翌年度償還予定地方債

金額（千円）

１．固定負債

　（４）その他

３・流動資産

　（１）地方債

※年度末時点における資産・財産とその調達財源の状況を示したものです。

※資金収支の状況を、経常活動、公共資産整備、その他の活動に区分して示したものです。

290,079
481,979

金額（千円）

　（１）資金

１．経常的収支
２．公共資産整備収支

6,185,309

３．投資・財務的収支



平成２０年度南あわじ市の簡潔に要約された連結財務書類 （総務省方式改訂モデル）

212,984,037 87,631,831
91,031,309 80,492,815
120,349,278 7,029,335 １．人にかかるコスト 5,753,192
1,603,450 109,681 　（１）人件費 5,216,075

　（２）退職手当引当金繰入 213,254
7,806,805 7,477,708 　（３）賞与引当金繰入額 323,863
598,781 5,925,328 ２．物にかかるコスト 13,211,507
84,631 274,267 　（１）物件費 5,952,280

6,119,946 1,278,113 　（２）維持補修費 287,622
1,003,447 　（３）減価償却費 6,971,605

３・移転支出的なコスト 19,782,508
6,553,646 　（１）社会保障給付 15,405,420
4,058,676 　（２）補助金等 3,981,630
689,736 　（３）他団体への公共資産 395,458
1,805,234 　　　 整備補助金等

４・その他のコスト 2,364,714
66,594 　（１）公債費（利払） 1,712,393

　（２）その他 652,321

注１．上記のほか、債務負担行為をしている額が、1,185,905千円あります。
　 ２．地方債残高のうち地方交付税への算入見込額が、40,804,287千円あります。
　 ３．事業用資産及びインフラ資産のうち土地は、28,019,866千円、減価償却累計額は、 純経常行政コスト
　　 103,339,608千円です。 （経常費用－経常収益）

純経常行政コスト △ 27,216,704
財源調達 27,729,484
　　地方税 6,408,403
　　地方交付税 8,400,652
　　経常補助金 9,041,978
　　建設補助金 1,587,334
　　その他 2,291,117
資産評価替・無償受入 △ 325,275
その他 △ 19,997

■連結行政コスト計算書

■連結純資産変動計算書

■連結貸借対照表

２．投資等
　（１）投資及び出資金
　（２）貸付金

95,109,539

132,301,543

41,111,921

基礎的財政収支

（基礎的財政収支）

３・流動資産

当期収支
期首資金残高

期末資金残高

　　収入総額

　（２）インフラ資産
　（３）売却可能資産

13,895,217資産合計 227,411,082 経常収益

負債合計

純資産の部

純資産合計

負債及び純資産合計

132,301,543期末純資産残高

金額（千円）

期首純資産残高 132,134,035
△ 413,052

資産の部 金額（千円） 金額（千円）負債の部

経常費用

227,411,082

１．公共資産
　（１）事業用資産

　（２）退職手当引当金

使用料・手数料・分担金等

　（２）翌年度支払予定退職手当

　（３）その他

２．流動負債

　　減債基金等増減

　　支出総額
　　地方債発行額

46,329,029
4,151,260

　　地方債元利償還額 7,940,415

13,895,217

27,216,704

 ■連結資金収支計算書

1,320

３．投資・財務的収支 △ 5,856,032
658,844

経費負担割合変更差額
3,398,512

金額（千円）

　（３）その他

　（３）その他

１．経常的収支
２．公共資産整備収支

　（３）基金等
　（４）その他

　（２）未収金
　（１）資金

４．繰延勘定

6,927,928

3,920,062

△ 527,937

4,058,676

46,987,873

※年度末時点における資産・財産とその調達財源の状況を示したものです。

※資金収支の状況を、経常活動、公共資産整備、その他の活動に区分して示したものです。 ※資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を示したものです。

※一年間の行政サービスに費やされたコストを示したものです。

　（１）翌年度償還予定地方債

金額（千円）

１．固定負債
　（１）地方債


